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	認定申請書

申請年月日　 2023年12月20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）  えすしーしー
一般事業主の氏名又は名称  株式会社エスシーシー
（ふりがな）   かすが くにひこ   
（法人の場合）代表者の氏名  代表取締役社長　春日 邦彦  印   
住所　〒164-8505
東京都中野区中野5-62-1(eDCビル)
法人番号　3011201000768 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期DX戦略（当社ホームページ）

	公表日
	2023年12月20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：
当社ホームページにて公表している

公表場所：
当社ホームページ内、「DX戦略(https://www.scc-kk.co.jp/dx/)」ページにおける「中期DX戦略」ボタン押下にてPDF表示(https://www.scc-kk.co.jp/wp-content/uploads/scc_dx_2023-2025.pdf)

記載箇所：
「01_SCCを取り巻く環境と目指す姿　SCCの役割(P.4)」
「01_SCCを取り巻く環境と目指す姿　SCCの「夢」と「志」(P.5)」
「02_価値創造モデル　「夢」「志」の達成に向けた価値創造モデル(P.6)」
「02_価値創造モデル　「夢」「志」の達成に向けた価値創造モデル（経営資源・ステークホルダー(P.7)」
「02_価値創造モデル　「夢」「志」の達成に向けた価値創造モデル（中期事業方針）(P.8)」
「02_価値創造モデル　「夢」「志」の達成に向けた価値創造モデル（中期的重点課題）(P.9)」

	記載内容抜粋
	【社会が抱える課題と、SCCの役割】
近年、急速に進歩したデジタル技術によって、ビジネスが加速し、さらには業界・業種の垣根を超えた価値創造によるイノベーション(デジタル・トランスフォーメーション)が至る所で実現されています。ITは、これまでの課題解決という枠を超えて、新たな価値を創造することに欠かせない、変革のカギとなっています。
その一方で、日本は少子高齢化による労働力人口の減少、社会インフラの老朽化といった課題に直面しており、DXによる生産性の向上、サービスの高度化による競争力の強化はこれからの日本の発展に不可欠な要素となっています。
このようなデジタル技術活用の潮流に対して、SCCはこれまで以上の高度・多様な要求に「期待を超えるものづくり」を実現し、さらには、まだ見ぬお客さまや社会に対して、これまでにない「創造価値の提供」を実現することで、社会を高度情報社会の先にある、未来社会に導きます。

【経営ビジョン】
社会の状況遷移、抱える大きな課題、そして未来社会への貢献を踏まえて、これからSCCが目指す先を「夢」、大切にしたい想いを「志」という言葉で定義しています。

夢：お客さまの期待を超えるものづくりと創造価値の提供で、情報社会の先にある、豊かな未来社会を切り拓く。
志：私たちは、ITでお客さまに感動を届けたい。私たちは、経験と技術、創造価値で社会を未来に導きたい。私たちは、お客さま、社会、社員を幸せにしたい。

【価値創造モデル】
(資料P.6にて価値創造モデルの全体を図示し、P.7～P.9にてその詳細について説明)


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された内容を当社ホームページにて公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期DX戦略（当社ホームページ）

	公表日
	2023年12月20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：
当社ホームページにて公表している

公表場所：
当社ホームページ内、「DX戦略(https://www.scc-kk.co.jp/dx/)」ページにおける「中期DX戦略」ボタン押下にてPDF表示(https://www.scc-kk.co.jp/wp-content/uploads/scc_dx_2023-2025.pdf)

記載箇所：
「03_中期DX戦略　中期DX戦略における大方針(P.11)」
「03_中期DX戦略　デジタル技術活用方針(P.12)」
「03 中期DX戦略　重点施策(P.13)」

	記載内容抜粋
	【中期DX戦略_大方針】
価値創造モデルの実現、中期的重点課題と設定した各項目に対して、デジタル技術活用方針や環境整備方針等を示したものが
「中期DX戦略(※) 」となります。中期DX戦略における大方針は以下の通りです。

SCCが培った技術/経験/知識を駆使することで
「プロジェクトマネジメント」に変革を起こし、誰もが安心、安全に仕事ができる効率化/平準化/高品質化と「事業形態」に変革を起こし、共に歩み、共に栄えるこれまでにないビジネスモデル創出を実現します

※中期的重点課題に対する戦略であることから、期間は2023～2025年を設定しております。

【中期DX戦略_デジタル技術活用方針】
価値創造モデルの実現に向けた、中期的重点課題に対するデジタル技術活用方針です。中期的重点課題に対して、デジタル技術活用を推進することで価値創造モデルの実現確度をより高めます。

中期的重点課題(デジタル技術活用の対象)
01 提案型への業務領域シフト
02 個性と事業方針の共通価値化
03 社会課題に対する直接的アプローチ

【中期DX戦略_重点施策】
デジタル技術活用施策
・プロジェクトマネジメント支援AIシステムの構築
…SCCで培ったプロジェクト情報を集合知としてデータベース化、AIシステムに連携することでAIが現状を評価・分析し、判断結果を応答します。プロジェクト・マネージャが実施する業務の一部をサポートする仕組みを構築します。

・人財開発支援スキームの構築
…各部門の事業に必要な役割/スキルと、個々の社員が持つスキル/行動特性をリンクさせ、効果的なスペシャリスト育成、会社と個人の共通価値化を実現する社内コンサル＆プラットフォームの仕組みをデジタル技術を活用して構築します。

・企業アライアンスによるコラボレーションビジネスの開始
…SCCの持つデジタル技術の知識、経験を元に、デジタル化を望むアライアンス先とのレベニューシェア型(コラボレーション)ビジネスを開始することで、既存領域、既成概念に囚われないアライアンス先の獲得、及び、新規ビジネス創出を開始します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された内容を当社ホームページにて公表



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：
当社ホームページにて公表している

公表場所：
当社ホームページ内、「DX戦略(https://www.scc-kk.co.jp/dx/)」ページにおける「中期DX戦略」ボタン押下にてPDF表示(https://www.scc-kk.co.jp/wp-content/uploads/scc_dx_2023-2025.pdf)

記載箇所：
「03_中期DX戦略　環境整備方針(P.14)」
「03_中期DX戦略　推進体制(P.15)」
「03_中期DX戦略　グループシナジー活用方針(P.16)」

	記載内容抜粋
	【推進体制】
推進責任・全体管理
・総括責任者：代表取締役社長
・DX推進全体管理：経営戦略室

戦略推進
・プロマネ支援AIシステム：R＆Dグループ
・人財開発支援スキーム：パイオニアグループ
・コラボレーションビジネスの開始：事業企画部

環境整備
・支援・育成：イノベーションセンター、人事課
・職場環境：総務課、情報システム管理課
・作業・セキュリティ：情報システム管理課
・組織風土：ソリューション創造部、経営戦略室、人事課

【人材育成】
支援・育成(01)
・技術/開発手法の研究活用、知見の集約を担う組織の設置
・全社横断的な/マネジメント支援の推進
・培った知見、研究開発を元にした実践的な研修・育成の実施
・Udemy活用による主体性を意識した教育支援

組織風土(04)
・ソリューションアイディア創出を目的とした社内イベントの企画、推進
・外部団体の活用による、新規事業を生み出し推進できる人材の育成
・資格インセンティブや社内公募制度の活性化による自律的なキャリア形成を後押しする仕組みづくり

【外部組織との関係構築・協業・人材確保】
技術の協同研究
eDCグループにおける「研究所」と、SCCが主導となる最新技術の協同研究開発によって、SCCと研究所の双方から未来社会に寄与する価値提供を実現します。

人材の協同育成
eDCグループにおける「大学・専門学校」と、SCCが主導となる現役SEによる産学連携授業や、スマホアプリのコンペティション企画といった協同育成を通じて、未来社会に寄与する優秀なIT人材を輩出、ひいては、SCCのIT人材獲得を実現します。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：
当社ホームページにて公表している

公表場所：
当社ホームページ内、「DX戦略(https://www.scc-kk.co.jp/dx/)」ページにおける「中期DX戦略」ボタン押下にてPDF表示(https://www.scc-kk.co.jp/wp-content/uploads/scc_dx_2023-2025.pdf)

記載箇所：
「03_中期DX戦略　環境整備方針(P.14)」

	記載内容抜粋
	【環境整備方針】
支援・育成(01)
・技術/開発手法の研究活用、知見の集約を担う組織の設置
・全社横断的な技術/マネジメント支援の推進
・培った知見、研究開発を元にした実践的な研修・育成の実施
・Udemy活用による主体性を意識した教育支援

職場環境(02)
・働き方の自由度、柔軟度を高めるABW型オフィスへのリニューアル
・全社コミュニケーションツール導入によるロケーションに依存しないコミュニケーションの実現
・バーチャルオフィス活用によるリモート勤務推進

作業・セキュリティ(03)
・バックオフィス系サービスの導入によるペーパーレス推進、作業の効率化/省人化
・セキュリティ強化に向けたゼロトラスト化推進

組織風土(04)
・ソリューションアイディア創出を目的とした社内イベントの企画、推進
・外部団体の活用による、新規事業を生み出し推進できる人材の育成
・資格インセンティブや社内公募制度の活性化による自律的なキャリア形成を後押しする仕組みづくり



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期DX戦略（当社ホームページ）

	公表日
	2023年12月20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：
当社ホームページにて公表している

公表場所：
当社ホームページ内、「DX戦略(https://www.scc-kk.co.jp/dx/)」ページにおける「中期DX戦略」ボタン押下にてPDF表示(https://www.scc-kk.co.jp/wp-content/uploads/scc_dx_2023-2025.pdf)

記載箇所：
「03 中期DX戦略　重点施策(P.13)」

	記載内容抜粋
	【重点施策の中期KGI】
デジタル技術活用施策
・プロジェクトマネジメント支援AIシステムの構築
⇒中期KGI:AI精度90％以上

・人財開発支援スキームの構築
⇒中期KGI:全事業部門への導入

・企業アライアンスによるコラボレーションビジネス開始
⇒中期KGI:アライアンス事業開始件数8件

【推進状況の管理】
・DX推進状況の管理
「中期DX戦略」はDX全体推進管理の役割を担う「経営戦略室」を中心に、各種取組みや環境整備の推進状況の推進管理を行います。本資料に掲載されている取組みや環境整備は、それぞれ担当する部門の事業計画に組み込まれていることから月次にて行われるマネジメント会議、及び、年次にて行われる事業計画の達成状況評価によって管理・フィードバックします。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年12月20日
※半期に一度の定期発信であり、最新は2023年12月20日(2023年度上期分)に発信

	発信方法
	公表方法：
当社ホームページにて公表している

公表場所：
当社ホームページ内、「DX戦略(https://www.scc-kk.co.jp/dx/)」ページにおける「DX推進定期メッセージ」ボタン押下にてPDF表示(https://www.scc-kk.co.jp/wp-content/uploads/scc_dx_message_2023_01.pdf)

記載箇所：
「1.社会の動向(P.1)」
「2.中期DX戦略の推進状況(P.2)」


	発信内容
	【社会の動向】
2030 年問題と呼ばれる、総人口の約 1/3 を高齢者が占める社会を迎えようとしている日本において、DX(デジタルトランスフォーメーション)によるデジタル競争力の向上、生産性向上のニーズは一層の高まりを見せています。労働力人口の減少という脅威を背景に、年齢や経歴に囚われずに新たなデジタル分野のスキル習得を目指す「リスキリング」といった言葉も出現し、一人ひとりが絶えず変革することで不確実な未来に対してフレキシブルに対応することを求められています。また、ChatGPT といった生成 AI の出現やローコード・ノーコードの台頭など、これまでの、システムに多額の投資や知識を必要としていた状況から、現在は、より手軽に個人や企業の目的に則したデジタル技術の恩恵を受けられる社会へと急速に遷移してきています。
こういった急速に変化し続ける社会情勢においても、DX を実現するために必要なスタンスは至ってシンプルであり、「これまで」の仕事を如何に効率的かつ効果的に行い、「これから」の仕事に向けて資源を活用できるかです。この「これまで」と「これから」双方において、デジタル技術をどのように活用し実現するか、これこそが SCC の DX 戦略の根幹であり、その延長線に「これまでにない」仕事や価値が生まれるものだと考えます。単純なデジタル投資だけでなく、実際にデジタル技術を活用する社員のマインドや組織風土を「これから」を見据えた変革意識へアップデートしていくことでSCC が変化していくと共に、働く社員一人ひとりも成長し変化することで幸せを実感できる会社を目指します。

【中期DX戦略の推進状況】
(ア) 重点施策
① プロジェクトマネジメント支援AIシステムの構築
AI の性能(精度)は順調に高まってきております。毎月取得するデータを元に実行されますが、データによって性能値が変動するため安定的にパフォーマンスを発揮できるようモデルアップデートに着手しました。概ね問題なく推進が出来ており、当初目標に向けて順調に構築を進めております。
② 人財開発支援スキームの構築
パイロット導入によって一部部門への導入を開始し、個人の行動特性と業務特性を踏まえた研修計画や技術系スキルマップ定義に着手・推進しています。また、1on1 支援機能の導入支援を実施することで、人財開発をより効果的に進められる環境を整備しています。下期以降はさらに導入部門を追加する予定であり、順調に導入対象部門の増加、スキームのアップデートを行えております。
③ 企業アライアンスによるコラボレーションビジネスの開始
上期時点でアライアンス事業に繋げる企画提案を 5 件行い、一部は既にPoCに着手しており順調に新規ビジネスモデル創出に向けて推進できています。現在もコラボレーションビジネスに関する打診がいくつか入っており、徐々に注目度を上げることで、これまで関わることのなかった業種・業態の企業様へ ICT 支援のきっかけを作ることが出来ています。
(イ) 環境整備
ABW 型オフィスへのリニューアルについて、一部のオフィスへの対応が完了しました。これからリニューアル結果を検証するとともに、順次他オフィスエリアへ適用する計画を策定・推進予定です。また、2023/8月よりバックオフィス系PKG導入による電子申請化、コミュニケーションツールの全社統一化を開始しており、ペーパレス対応、シームレスなコミュニケーション対応といった環境整備を順調に進めております。また、育成・組織風土といった面では企業アライアンス等で培った技術知識の全社員向け勉強会や、ソリューションアイデアの社内イベント開催など、新たな価値創造に向けた環境整備も活発に行われている状況です。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年4月頃

	実施内容
	IPAの自己診断結果入力サイトにて、DX推進指標自己診断フォーマットを取得し自己診断を実施・提出済み。
申請番号：202311AH00005433




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2006年9月頃　～継続実施中


	実施内容
	ISMS(ISO27001:2014)を取得し、規格の要求事項に沿った外部監査、及び、内部監査を実施。

監査の目的は、ＳＣＣの品質ポリシーである”QualityFirst”を具現化するマネジメントシステムを運用、維持することによるプロセス品質ならびにプロダクト品質の向上としている。また、組織のセキュリティ確保及び個人情報保護、顧客満足度を向上させるためのセキュアなブランドイメージの構築、事業継続のために広範囲にわたる脅威からの情報の保護も目的としている。

【監査概要】
会社の全ての組織を対象として実施しており、監査のサイクルは外部監査：外部審査機関による外部監査の実施（3年に1回）、社内規定に基づき部門を跨った社員のチームによる内部監査（年1回）と定めて実施している。

【直近1年でのセキュリティ上の問題】
「私用のGoogleID」を会社内のＰＣで利用し、ブラウザに記憶された「業務用のＩＤ・パスワード」がマルウェア感染した「個人所有ＰＣ」に「私用のGoogle　ID」でログインしたことにより、ブラウザに記憶された「業務用のＩＤ・パスワード」が流出する事象が発生した。
■対応
①社有ＰＣでは、私用のクラウドサービスのＩＤ（Google ID、MicrosoftAccount、Firefox等）をしないよう周知・徹底
②個人所有のＰＣの在宅業務での利用は禁止とした

【情報処理安全確保支援士の在籍人数】
2023年度時点で14名在籍



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

